
議 案 第 １ 号 

 

 

和寒町特別養護老人ホームの建替の是非を問う住民投票条例の制定について 

 

地方自治法(昭和22年法律第67号)第74条第1項の規定に基づき、和寒町特別養護老

人ホームの建替の是非を問う住民投票条例制定の請求があり、令和７年４月２２日に受

理したので、同条第3項の規定により意見を付して議会に付議する。 

 

 

   令和７年５月７日 提出 

 

 

和寒町長 奥 山   盛   
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和寒町特別養護老人ホームの建替の是非を問う住民投票条例（案） 

 

（目的） 

第1条 この条例は、和寒町特別養護老人ホームの建替につき、再度考案を行う事。及び

同建物建設に対する予算執行を停止する事の賛否について、町民の意思を明らかに

し、もって町政の民主的かつ健全な運営を図ることを目的とする。 

（住民投票の実施） 

第2条 住民投票に付する事項は、和寒町特別養護老人ホームの建替の是非を問い、町民

の意思を明らかにするため、町民による投票（以下「住民投票」という。）を行う。 

2 住民投票は町民の意思が正しく反映されるものでなければならない。この条例の解釈

及び運用は、町民の意見表明の自由を保障するとともに、町民の意思形成の機会拡大

に資するよう、これを行わなければならない。 

（住民投票の執行） 

第3条 住民投票は、町長が執行するものとする。 

2 町長は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条の2の規定に基づき、協議に

より、その権限に属する住民投票の管理及び執行に関する事務を和寒町選挙管理委員

会（以下「選挙管理委員会」という。）に委任するものとする。 

（住民投票の期日） 

第4条 住民投票の期日（以下「投票日」という。）は、この条例の施行の日から起算し

て60日以内に施行するものとする。 

（投票資格者） 

第5条 住民投票における投票の資格を有する者（以下「投票資格者」という。）は、公

職選挙法（昭和25年法律第100号）第21条第1項に規定する選挙人名簿に登録される

資格を有する者とする。 

（投票の方法） 

第6条 住民投票は秘密投票とし、1人1票とする。 

2 投票資格者は和寒町特別養護老人ホームの建替につき、再度考案を行う事及び同建物

建設に対する予算執行を停止する事について賛成するとき又は反対するときは、それ

ぞれ投票用紙の賛成欄又は反対欄に自ら〇の記号を記載して投票箱に入れなければな

らない。 

3 前項の規定にかかわらず、身体の故障その他の理由により、自ら投票用紙に記載する

ことができない投票資格者は、選挙管理者に申し立て代理投票を行うことが出来るも

のとする。 

4 点字による投票方法は、別に定める。 

（情報公開） 

第7条 町長は、投票資格者の投票の判断に資するため、付議事項に係る必要な情報を町

の広報その他適当な方法により住民に提供しなければならない。 



2 町長は、前項の広報活動及び情報の提供に際しては、公平性、中立性の保持に努めな

ければならない。 

（住民投票運動） 

第8条 住民投票に関する運動は、自由とする。ただし、買収、脅迫等町民の自由な意思

が拘束され、又は不当に干渉されるものであってはならない。 

（成立要件） 

第9条 住民投票は、一の事項について投票した者の総数が投票資格者名簿に登録されて

いる投票資格者の3分の1に満たないときは、成立しないものとする。 

2 住民投票は、投票の成立又は不成立にかかわらず、開票するものとする。 

（投票及び開票） 

第10条 第2条から前条までに定めるもののほか、住民投票の投票及び開票に関し必要

な事項は、公職選挙法、公職選挙法施行令（昭和25年政令第89号）及び公職選挙法施

行規則（昭和25年総理府令第13号）の規定の例による。 

（住民投票結果の告示等） 

第11条 選挙管理委員会は、投票結果が確定したときは、直ちにこれを告示するととも

に、町長及び町議会に報告しなければならない。 

（投票結果の尊重） 

第12条 町長及び町議会は、住民投票の結果を尊重しなければならない。 

（委任） 

第13条 この条例に定めるもののほか、住民投票に関し必要な事項は、選挙管理委員会

が別に定める。 

 附 則 

（施行期日） 

1 この条例は、公布の日から施行する。 

（この条例の失効） 

2 この条例の失効は、住民投票実施の日の翌日から起算して90日を経過した後に、その

効力を失う。 

 

 

 



和寒町特別養護老人ホームの建替の是非を問う住民投票条例(案)に対する意見書 

 

このたび、地方自治法第 74 条第 1 項の規定に基づき、645 名の署名による、和寒

町特別養護老人ホームの建替の是非を問う住民投票条例制定の直接請求がありまし

た。 

これを受けて、同条第 3項の規定に基づき、次のとおり意見を申し述べます。 

 

1 これまでの経過について 

特別養護老人ホーム芳生苑の老朽化に伴う建替えや運営方法については、平成 27

年 6 月の定例町議会以降、町議会総務福祉常任委員会の所管事務調査事項として、

医療施設と高齢者福祉施設のあり方に関する議論が始まりました。 

 

平成 29 年には、翌年度からの芳生苑、老人デイサービスセンター健楽苑にかかる

指定管理者選定のため、町議会に設置された高齢者福祉施設指定管理者調査特別委

員会において、芳生苑の給排水設備や暖房設備の全面改修、受水槽の取り替え、併設

する健楽苑の浴室の全面改修やトイレの拡張など、施設の具体的課題についても協

議されました。 

 

平成 30 年 10 月には、町の考え方として「現施設の全面的な改修は多額の費用が

かかること」「改修期間中に施設機能を停止しなければならないこと」から、総合的

に判断し「新たな施設を整備することが望ましいこと」を町議会に示し、翌 31 年 1

月には、特別養護老人ホームの運営実績がある旭川の社会福祉法人に対して、建替

え及び運営について協議していくことを報告しております。 

 

また、これと並行して、芳生苑の建替えを前提とする隣接地の旧ゲートボール場

及び旧青少年会館跡地に定員60名規模の特別養護老人ホーム及びデイサービスセン

ター、さらには高齢者の住まい対策としての生活福祉センターを整備するシミュレ

ーションを町議会に示したところであります。 

 

平成 31 年 3 月の定例町議会においては、総務福祉常任委員会から「新たな施設が

望ましいこと」のほか、「施設規模の見直しや複合的な施設の検討」、「民間活力の活

用など多様な方面から議論することも必要」、「利用者が活用しやすい施設を建設す

ることを望む」、「2023 年（令和 5 年）に移転と開設をめざす」との内容が所管事務

調査結果として確認されております。 

 

  一方、旭川の社会福祉法人とは民設民営の協議を重ね、関連施設の視察も行いま

したが、令和 2 年 2 月の「新型コロナウイルス緊急事態宣言」以降、厳重な感染予

防対策を優先したことから、協議の中断を余儀なくされた状況にあります。 



 

その後、町では、令和 4 年 5 月に施設の建替えや運営だけでなく、地域の介護や

在宅福祉サービスを拡充する「和寒町高齢者総合福祉施策の考え方」をまとめ、旭川

の社会福祉法人に提示した結果、「和寒町が望む在宅サービスの実績やノウハウが無

いことから、要望に応えることは難しい」との回答を受け、それまでの議論が白紙と

なりました。 

 

このため、町が示した考え方に基づき、新たに整備する施設を民設民営の形態で

進めることができるよう、改めて現施設を運営している和寒町社会福祉協議会に対

し検討を申し入れたものの、議論は進まない状況が続きました。 

 

町としては、停滞している議論を加速させるため、令和 5 年度に「和寒町ふくし

のまちづくり基本構想・基本計画」を策定することとし、公募による提案型のプロポ

ーザルで受託者として選定された「社会福祉法人ゆうゆう」と「建築設計事務所 teco」

の協力を得て、町民の皆さまから様々なご意見をいただきながら作業を進めてきま

した。 

 

また、併せて、新たな施設整備と運営にかかる実施主体について、和寒町社会福祉

協議会と協議を重ねてきたものの、「和寒町社会福祉協議会による施設整備や運営は

困難」との回答を受けたことから、令和 5年 12 月に、町と町議会、和寒町社会福祉

協議会の三者により、経営のノウハウや専門的知見を備え、広範囲に強固な人的ネ

ットワークを有する「社会福祉法人ゆうゆう」に施設整備と運営を要請しました。 

 

その結果、令和 6 年 1 月に社会福祉法人ゆうゆうとして要請を受け入れていただ

き、2月には町、社会福祉法人ゆうゆう、和寒町社会福祉協議会の三者で「和寒町ふ

くしのまちづくりに関する包括連携協定」を、3月には町と社会福祉法人ゆうゆうで

「和寒町ふくしのまちづくりに関する基本協定」を締結しました。 

 

令和 6 年 3 月に、多くの町民の方々が参画して策定した「和寒町ふくしのまちづ

くり基本構想・基本計画」は、単なる介護施設の建替えにとどまらず、在宅福祉サー

ビスや障がい者サービス、さらには子育て支援など、多種多様なサービスを総合的

に提供できる拠点として整備し、誰もが安心して住み続けられるまちを目指してお

ります。 

 

この間、町議会総務経済常任委員会の中で、毎回長時間にわたり何度も議論を重

ね、必要な予算措置の議決をいただき、令和 6 年度から、この基本構想に沿って事

業を進めてきております。 

 



２ 住民投票条例の直接請求について 

 条例制定請求の要旨について、意見を申し述べます。 

文中の「この内容でいくと施設の建設費用約 30 億円、指定管理料年間約 2 億円、

その他を負担することになります。その負担の内容も助成金、交付金等がいくらあ

って借入をいくらするのかも概算すら分からないのです。」という表記があります。 

 

施設の建設費用について、令和 8 年、9 年の整備費は約 30 億円を予定しています

が、その 50％以上が道の補助金や国の交付金で賄われる見込みであることから、現

在の町の財政状況を考慮しても十分に対応できると考えております。施設整備にか

かるコストが毎年高騰している現状を考えると、立ち止まっている余裕はない状況

と言えます。 

 

文中の「新たな福祉施設の運営開始日が属する年度の翌年度から 8 年間とする。」

の後に「指定管理料年間約 2 億円」という表記があるため、このままでは 2 億円の

指定管理料が 8年間続くような誤解を招く内容となっております。 

 

特別養護老人ホームについては、令和 7 年度から社会福祉法人ゆうゆうに指定管

理者が変更になりましたが、介護保険の制度上、事業者への介護保険報酬の支払い

が 2か月遅れとなり、事業初年度の介護報酬は 10 か月分しか見込めません。 

 

令和 7 年度の指定管理料は、当初から見込めない 2 か月分の介護報酬のほか、将

来の事業拡大に向けた施設職員の能力向上にかかる経費を指定管理料に含めたこと

により 2 億 1,700 万円となりますが、令和 8 年度は、年間を通じた収入が確保でき

ることから 1 億 2,000 万円を見込み、令和 9 年度は他のサービスにも取り組むこと

で 9,000 万円と減額されていく計画となっており、このことは、令和 7年 1月 24 日

の町議会全員協議会及び 2 月 5 日の町議会総務経済常任委員会において説明してき

ております。 

 

次に、文中の「議会で議決もせず淡々と事業が進められている」との表記は、１の

「これまでの経過について」でも述べているとおり、特別養護老人ホームの建替え

については、長年にわたって町議会とともに協議を重ねてきたものであり、これま

で「ふくしのまちづくり」にかかる関係予算も含め、必要な事業予算を町側から提案

し、町議会において慎重に審議されたうえで議決をいただいてきたものであります。 

 

次に、文中の「このように大きなお金の流れを誰が監査するのかも決まっていま

せん。」との表記について、町が執行する施設の指定管理料や施設整備に係る補助金

などの監査については、これまでどおり町監査委員において実施されるほか、町議

会においても、総務経済常任委員会の所管事務調査事項としてチェックしていただ



き、さらに、予算及び決算審査特別委員会が設けられ、予算や決算の審査がされるこ

とになります。 

 

次に、文中の「施設の受け入れも町民が優先的に入居出来る訳では無いようです。」

との表記について、施設整備に対し町が補助することから、施設入所にあたって町

民が配慮されることは当然と考えており、これまで、ふくしのまちづくり町民サミ

ットやラボ、町政懇談会等で、「町民は優先的に入居できない」と回答をしたことは

ありません。 

 

 

３ 条例案について 

条例案について、意見を申し述べます。 

このたびの条例案では、第 6条（投票の方法）の文中で「和寒町特別養護老人ホー

ムの建替につき、再度考案を行う事及び同建物建設に対する予算執行を停止する事

について」賛否を問うことになっております。 

 

この内容では、建替えに反対の立場で予算執行の停止を求めるのか、建替えには

賛成の立場で内容を再考するために、一旦、予算執行の停止を求めるのか、住民投票

の際に町民の皆さまがどちらの考え方で意思表示をすべきかが明確になっておりま

せん。 

 

特別養護老人ホームは、既に老朽化の問題を認識してから 10 年が経過し、現状で

は早急な施設の建替えが必要です。他に対案も無いままに予算執行を停止すること

は、老朽化した施設の運営そのものが立ちゆかなくなり、利用されている方々の生

活環境が脅かされる深刻な状況になると考えます。 

本年 4 月から、施設の運営が和寒町社会福祉協議会から社会福祉法人ゆうゆうに

移り、施設職員の方々には心機一転、高い意欲をもって業務に当たっていただいて

おりますが、この指定管理者の変更は、「ふくしのまちづくり」による新たな施設整

備が前提となっております。 

 

現在の取り組みを止めることは、これまで築いてきた町と社会福祉法人ゆうゆう

との信頼関係を著しく損ね、現施設の運営に支障をきたすだけでなく、本町が目指

す「ふくしのまちづくり」の実現も困難な状況に陥ります。 

 

1 の「これまでの経過について」と 2の「住民投票条例の直接請求について」でも

述べているとおり、特別養護老人ホームの建替えについては、これまで長年にわた

って町議会とともに協議を積み重ねてきたもので、単に建替えの議論ではなく、現

在進めている特別養護老人ホームの機能も有する「ふくしのまちづくり」が人口減



少の進む本町にとって、町民が安心して住み続けるために必要な唯一の選択肢と考

えております。 

 

町としては、このたびの町民有志による住民投票条例制定の直接請求活動につい

て、町民の皆さまと町の未来を考える機会や、正確な情報を周知する機会が不足し

ていたというご指摘と受け止め、今後は、一人でも多くの町民の皆さまに「ふくしの

まちづくり」に対する理解をしていただけるよう、より丁寧な説明に努めてまいり

ます。 

 

町議会議員の皆さまにおかれましては、これまで、町民の代表として長きにわた

り慎重審議をいただいてきたことに感謝を申しあげますとともに、本町の未来を託

す「ふくしのまちづくり」が歩みを止めることのないよう、適切なご判断をお願い申

しあげ、本条例案に対する意見といたします。 

 

 令和７年５月７日 

 

和寒町長 奥 山   盛 

 


